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ごあいさつ
　新型コロナウイルス感染症の感染者数が増加と減少を繰返しています。そのような中に
あって、当社は創業以来の共存共栄、相互扶助の精神にもとづき、お客様に対する経済的
保障責任を誠実に果たすことを第一義として、堅実な経営に努めてまいりました。

　昨年度スタートした、中期経営計画「Going Beyond－超えて、その先へ－」では、お客様
や社会の変化を積極的に取込み、変化への対応を原動力とし、成長と進化への道筋を確か
なものにすることを目指しています。そのために、「お客様本位の業務運営」と「サステナビ
リティ経営」を事業運営の根幹に据えています。

　お客様の声に真摯に耳を傾け、お客様が真に求める商品・サービスを提供することが、 
「お客様本位の業務運営」の実践であり、各種研修等を通じ、お客様の立場に立って徹底的
に考え抜くという理念の一層の浸透に努めています。
　また、人々の生活の安定と向上に寄与することを経営基本理念に掲げる中、安心・安全で
持続可能な社会の実現への貢献を通じた企業価値向上を目指し、あらゆる事業活動における

「サステナビリティ経営」を推進しています。

　「お客様本位の業務運営」と「サステナビリティ経営」を成長エンジンにし、お客様と社会
の未来を支え続けることが“日本生命グループの成長”につながり、ひいては保障責任の 
全うをより確実なものにできると考えています。
　「お客様の声白書2022」は、「お客様本位の業務運営」の成果である改善取組の事例、 

「サステナビリティ経営」に関する事例をご紹介しています。是非、当社の取組について 
皆様のご意見をお聞かせいただければ幸いです。

　今後も相互扶助の精神を守りつつ、生命保険会社としてお客
様サービスの向上を図り、お客様をお支えし、地域社会とともに
発展してまいります。

2022 年 11月

清水  博代表取締役社長
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●苦情（ご不満）（P.9）

2020 年度

100％

95％

90％

85％

80％
2021年度

2021年度

●お客様満足度調査（総合満足度）（P.10）

（　　　　　　　　　　　　　　　）お客様満足度とは、「満足」「やや満足」「やや不満」「不満」の
4択のうち、「満足」「やや満足」と回答したお客様の占率

苦情
（ご不満）
＋0.6 万件

約 5.8 万件約 5.2 万件

※2021年度から、従来の郵送調査に加え、Web調査を実施しています。
　調査対象のお客様についても営業職員・代理店・銀行窓販経由で加入された
お客様に対象を拡大しております。

従来の営業職員チャネルにおける郵送調査方法

新調査方法※

2020年度

91.4％

90.6％ 90.5％

お客様の声白書 2022　トピックス

　「お客様の声」に学び・活かす取組を継続的に実施した結果、昨年度の「お客様満足度
調査」では91.4％のお客様に「満足」「やや満足」とご回答いただくとともに、お客様からの
「苦情（ご不満）」は、約5.8万件となりました。

　「お客様の声」にもとづく改善取組事例や、現時点で取組中の事例について、当白書
で紹介しています。引続き「お客様の声」を大切にし、お客様サービスの向上に取組んで
まいります。

【2021年12月】 外貨建保険に関する商品説明動画の提供開始（P.24）

【2022年  3月】 日本生命アプリリニューアル（P.14）

【2022年  4月】 がんを含む3大疾病の早期発見・早期治療による重症化予防をサポートする
商品ニッセイみらいのカタチ「新３大疾病保障保険」の販売開始（P.19）

ニッセイみらいのカタチ「新3大疾病保障保険」被保険者様向けサービス 
「生活習慣改善支援プログラム」の提供開始（P.20）

外貨建保険販売資格のライセンス化（P.23）

（金融機関窓口販売商品）
契約者代理制度の導入および説明ツールの提供開始（P.24）

【2022年  6月】 保険契約者代理制度「ご契約者サポートサービス」の導入（P.17）

受取人変更・指定代理請求人変更のWeb手続開始（P.21）

【2023年  1月】 新無配当扱特約付団体定期保険「みんなの団体定期保険」の提供開始
（P.22）
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「お客様の声」を
経営に活かす取組
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「お客様の声」を
経営に活かす取組

「お客様の声」を経営に活かす取組

●取組の全体像
　当社では、「お客様の声」をサービス向上のための大切な財産として受けとめ、
全国の支社・営業部、ニッセイ・ライフプラザ、ニッセイコールセンター等において
幅広い把握に努めるとともに、さまざまな機会を通じ、当社から積極的にお客様の
ご意見等をお聴きしています。また、行政や消費者団体等から、法改正や行政・�
消費者問題の動向等の情報収集や意見交換を行うとともに、各都道府県や市町
村の消費生活センターを訪問し、地域の相談情報を収集しています。

　お客様からいただいた声や収集した情報は、各部門での改善取組の検討に活
用し、役員・部長層をメンバーとする「お客様本位の業務運営委員会」や「取締役会」
「経営会議」において定期的に共有する中で、「お客様の声」を基点とした継続的な
サービス向上取組を全社で推進しています。

　一連の取組は、「消費者志向自主宣言」（P．5）にもとづいて実施しています。

「
お
客
様
の
声
」
を
経
営
に
活
か
す
取
組

取
組
結
果
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「お客様の声白書」の発行・公表および“対話のツール”として活用

「お客様の声」に学び・活かす取組

 「お客様の声」に学ぶ  「お客様の声」をサービスに活かす

お客様サービスの向上

●コールセンター
　【大阪・東京・福岡】

●ライフプラザ
　（店舗）

●支社、営業部 等

●ニッセイ懇話会

●お客様満足度
　調査
●消費者モニター
　会議
●消費生活センター
　訪問

 等

お客様から
お聴きする声

社会課題を
踏まえた検討

新商品発売
前後の付議

従業員教育
の実施

サービスの
改善

・・・・

社会課題
への対応

商品内容

従業員の
対応

事務・
サービス

取組の視点分析・評価の視点

お客様本位の
業務運営委員会
（経営会議の諮問機関）

約197万件

お褒め・感謝

苦情（ご不満）

ご意見・ご要望

お
客
様
か
ら
寄
せ
ら
れ
る
声

※記載の件数は2021年度年間

取
締
役
会・経
営
会
議

総
代
会・評
議
員
会

対
外
公
表



「お客様の声」を経営に活かす取組
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　創業以来の「共存共栄、相互扶助の精神」
（経営基本理念）にもとづく行動指針「私た
ちの誓い」が当社の消費者志向経営の理念
です。「私たちの誓い」に則り、「お客様の声」
への対応を含め、業務を運営しています。

私たちの誓い

1 日本生命の代表として、
お客様に信頼いただけるよう、最善を尽くします。

2 お客様のご要望に、誠実・迅速にお応えします。

3 お客様の声を大切にし、
学び、サービス向上に努めます。

4 仲間の輪を育み、
Face-to-Faceで、お客様の輪を拡げます。

5 ルール・マナーを守り、社会の一員として、
お客様とともに行動します。

お客様本位の業務運営に係る方針

1 全社方針 あらゆる業務での
お客様本位の業務運営の実践

2 新契約 よりよい商品・サービスのご提供と、
お客様に相応しいコンサルティングの実施

3 アフターフォロー 確実な保障責任の全う

4 ルールの遵守 利益相反の適切な管理・
コンプライアンスの遵守

5 お客様の評価 お客様の声を活かす取組・結果の検証

6 チャネルの管理 一人ひとりがお客様本位で
行動するための取組

　お客様が真に求める商品・サービスの提
供に向け、全ての部門が日常業務として一層
実践していくことを目的に、当社業務や行動
指針「私たちの誓い」を反映する形で、全社
方針を改定しました。

●「お客様の声」への対応方針 ●お客様本位の業務運営に係る方針

●関連する対外公表

「お客様本位の業務運営の取組内容・結果」　（2017年3月～）

お客様本位の取組を分かりやすくお客様にご理解いただくべく、販売チャネルごとに具
体的な取組内容を公表し、また、取組結果についても今後公表を予定しています。

当社の消費者志向経営に関する理念や取組方針を公表しており、自主
宣言にもとづく取組結果（フォローアップ）を定期的に公表しています。

「消費者志向自主宣言」　（2017年1月）

「ISO10002」自己適合宣言　（2016年4月）

苦情を中心とした企業のお客様対応に関する国際標準規格である「 ISO10002」※�
への自己適合宣言を実施しました。
※「ISO10002」とは、2004年7月に国際標準化機構（ISO）によって制定された苦情対応に関する国際標
準規格であり、PDCAサイクルによる商品・サービスおよび苦情対応プロセス自体の継続的な改善を目指
し、お客様満足度向上のための枠組みを示したものです。

「お客様の声」に学び・活かす取組



「お客様の声」を経営に活かす取組
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「日本生命におけるサステナビリティ経営の考え方」
当社は、「共存共栄、相互扶助の精神」（経営基本理念）にもとづき、生命保険事業は、�
お客様ひいては国民生活、そして社会を支える使命を帯びた公共性の高い事業である
という認識のもと、企業活動を行っています。
当社は、様々なステークホルダーとの対話を通じて、社会からの期待や社会的課題に対
する認識を深めるとともに、あらゆる企業活動においてバリューチェーン全体を通じて“安
心・安全で持続可能な社会”の実現に貢献し、企業価値の向上を目指してまいります。
取組にあたっては、ステークホルダーからの期待と当社事業との関連性の両軸から選
定した「サステナビリティ重要課題」に重点を置き、サステナビリティ経営を推進してま
いります。

サステナビリティ重要課題

● お客様満足度の向上・情報提供の充実
● 商品・サービス提供を通じた社会的課題への対応
● ユニバーサル・サービスの提供
● あらゆる地域に対する保険サービスの提供
● 資産運用を通じた持続可能な社会形成への寄与
● 地域・社会発展への貢献・協調関係の構築

● 気候変動問題への取り組み

● 多様な人材の採用・育成・定着
● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
● 働き方の変革・健康経営の推進

お客様 /地域・社会

● 相互会社形態による長期的・安定的な経営
● 適切な経済的価値分配
● コーポレートガバナンスの強化
● CSR 課題の経営への統合
● ステークホルダー・エンゲージメント

コーポレートガバナンス

環境
● コンプライアンス体制の強化

コンプライアンス

● すべての人々の人権を尊重する経営

人権

● ERM態勢の高度化

リスク管理

従業員

サステナビリティ重要課題に基づき、取り組みを推進
SDGs 達成についても寄与

sの達成にも貢献
SDGs達成に向けた
当社の目指す姿 SDGs達成を後押しするESG投融資

貧困や格差を
生まない社会の実現

世界に誇る
健康・長寿社会の構築

持続可能な
地球環境の実現

安心・安全で持続可能な社会の実現

〈SDGs達成に向けた当社の目指す姿〉



「お客様の声」を経営に活かす取組

　全国のお客様からの生命保険に関するお問合せ、
お手続きのご要望を承るほか、ニッセイホームページ
や日本生命アプリを利用するお客様のお問合せへの
サポートも行っています。
　お客様お一人おひとりに丁寧で分かりやすく、かつ
スピーディーな対応を心がけています。

■お客様へのサポートの充実
店舗における設備面での充実とともに、�
職員の知識取得を通じて、サポートが必要
なお客様に、お客様の望まれるサポート
方法を提供し、お客様自ら行動・選択でき
る応対に努めています。

■ご高齢のお客様専用ダイヤル（シニアほっとダイヤル）
自動音声案内が聞取りづらく、用件選択が難しいというお客様の声を受け、オペレー
ターへ直接つながる専用ダイヤルを設けています。
オペレーターは、「話す速度」「聞取りやすい発声」「分かりやすさ」を意識した話
し方等の専門的な電話応対スキルを身につけています。
さらに、書類を送付したお客様に対しては、コールセンターからお電話をして記入方
法等をサポートする「手続きフォローコール」を行っています。
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「お客様の声」の受付体制

　どなたでもお気軽にお立寄りいただける店舗が全国99カ所にあり、年間約10万名のお客
様にご来店いただいています。
　保険に関する各種お手続きやご相談はもちろん、資産活用、医療・介護への備え、教育�
資金の準備等、幅広く専門的なコンサルティングを行っています。
　お電話に加え、インターネットでも各種お手続き・ご相談のご予約を承っております。

●ニッセイ・ライフプラザ（店舗）について

●ニッセイコールセンターについて

音声でのコミュニケーションが困難なお客様から 
お手続内容等を伺う「コミュニケーションシート」を配備



「お客様の声」を経営に活かす取組

■消費生活センターからのご出席について
地域の消費生活センターの方には、従来から消費者問題の専門家としてご出席いただ
き、ご契約者（消費者）向けに、消費生活センターの役割についてお話しいただくな
ど、ニッセイ懇話会運営にご協力いただいています。2021年度は14名の方に、会場
やオンラインでご出席いただきました。

　広く全国各地のご契約者に、当社の事業活動を説明
し、経営全般や商品・サービス等に関するご意見・ご要望
をお伺いする場として、1975年から毎年開催しています。
　2021年度は2022年1～3月にかけて、新型コロナウイ
ルス感染症の感染状況に応じ、全国の支社等の会場に加
え、オンラインおよび書面にて開催し、総代85名を含む、
ご契約者など2,309名から6,277件のご意見・ご要望を
いただきました。
　2021年度上半期業績、お客様の声にもとづく改善取組等について説明しました。いただい
たご意見・ご要望は社内各部で検討し、経営に反映するよう努めています。

　消費者問題の専門家や消費生活アドバイザー等から、
当社サービス全般やお客様向け文書についてご意見をい
ただきました。

●ニッセイ懇話会について

●消費者モニター会議について

開催時期 テーマ
2021年11月 お客様に向けた文書のわかりやすさ向上

について
2022年  1月 団体定期保険新商品販売ツールについて

ニッセイ懇話会にご出席いただいた消費生活センターの方からの声
・�生活様式の変化に対応して保険商品も多様化・複雑化しており、デジタル化が進んで
も最終的には保険商品を提案・説明する営業職員のスキルが重要だと感じている。�
今後とも消費者の視点に立ち、消費者のニーズに合った対応をお願いしたい。

・�懇話会は、企業からの情報発信だけでなく、消費者と地域社会と企業を繋ぎ、消費者と
企業との情報格差を埋め、相互理解を進める大切な機会と感じた。ぜひ、今後も継続し
てほしい。
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出席役員
挨拶

当社の事業活動をご説明するビデオ

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
状況を踏まえ、オンライン開催



「お客様の声」を経営に活かす取組

2021年度は、全国の支社・営業部、ニッセイ・ライフプラザ、ニッセイコールセンター等の
窓口へ、「苦情（ご不満）」、「ご意見・ご要望」、「お褒め・感謝の声」、その他お手続きに関す
るご照会など、約197万件の「お客様の声」をいただきました。

●お客様から寄せられた「苦情（ご不満・ご指摘）」
　当社では、「苦情」の定義を「お客様から寄せられる不満の申出（事実関係の有無は問わ
ない）」として、幅広くご不満の声をとらえ、お申し出内容や発生原因等に応じた分類・分析
を行い、お客様の視点に立った具体的なサービスの改善に活かしています。【詳細P.12】
（「お客様の声」を経営に活かす取組の全体像はP.4に記載しております。）

●当社に寄せられた「お褒め・感謝の声」
　お客様からいただいた「お褒め・感謝の声」は社内で共有し、従業員一人ひとりが、より�
多くのお客様にご満足いただくための行動を意識し、実践できるよう取組んでいます。

保険料のお払込み等に関するもの

ご不満
の声

約5.8万件

7.6％7.6％
9.6％9.6％

13.6％13.6％
41.4％41.4％

27.8％27.8％

●口座振替、振込みに関するご不満  等

保険契約へのご加入に関するもの

●ご加入時の説明に関するご不満
●営業職員の募集行為に関する
ご不満  等

保険金・給付金のお支払い等に関するもの

●給付金の支払手続に関するご不満
●満期保険金の支払手続に関する
ご不満  等

ご契約後のお手続き等に関するもの
●解約手続に関する
ご不満  等

その他

●アフターサービスに関する
ご不満

●営業職員の態度・マナー、
お客様応接に関するご不満  等

ご契約内容確認活動への感謝
・毎年1回必ず加入内容の説明のため訪問してくれます。説明の際には高齢者にも理解しやす
いよう、丁寧に話してくれました。本当に感謝しています。� （埼玉県　70代　女性）

お客様の状況に応じた対応への感謝
・（高額な契約貸付金を受けようとした）家族の詐欺被害を防いでもらい、大変感謝しています。
担当の方が家族の異変に気付いてくれたおかげで助かりました。本当にありがとうございま
した。� （大分県　50代　女性）
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「お客様の声」を経営に活かす取組

　当社では、年1回、社外機関を通じて、ご契約者へアンケートを実施し、当社の商品や事務・
サービスに関する評価・ご意見をいただいております。
　2021年度に実施した調査において、お客様満足度（「満足」「やや満足」と回答したお客様
の占率）は91.4％となりました。
　なお、「総合満足度」「加入時手続の満足度」「加入後手続の満足度」は、「お客様本位の
業務運営」の定着を測る指標（KPI）として設定しています。
　また、2021年度より、従来の郵送調査に加え、Web調査を開始しております。調査対象の
お客様についても、加入経路の拡大を反映し、営業職員・代理店・銀行窓販経由で加入され
たお客様に対象を拡大しております。

実施概要

調査手法 調査対象郵送・Webによるアンケート調査 既契約者約6.5万名

2021年度お客様満足度

総合満足度 91.4% 加入時手続
満足度※ 94.0% 加入後手続

満足度※ 95.6%

調査時期 有効回答数2021年9月 約1.1万名

総合満足度過年度推移

2017 年度 2019年度 2020年度 2021年度

100％

95％

90％

85％

80％
2018年度

お客様満足度とは、「満足」「やや満足」「やや不満」「不満」の 4択のうち、「満足」「やや満足」と回答したお客様の占率です。

従来の調査方法／営業職員経由で加入の既契約者を対象 新調査方法

91.4％

90.5％
89.2％

90.6％90.9％90.8％

※従来の郵送調査における調査結果／営業職員経由で加入の既契約者を対象
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「お客様の声」を経営に活かす取組

営業担当者に対する満足度

ご加入商品に対する満足度

お客様からいただいたご意見・ご要望の例
・日本生命の商品内容はとても良いと思っています。分かりやすく、また保障範囲も広い
と感じています。� （神奈川県　20代　女性）
・最近は保険料の安さや申込みの簡単さを売りにしている保険会社も多いため、若い人は
そちらを選択するのではないでしょうか。ＣＭ等で保障内容が充実していることなど、日
本生命の優位性をもっとアピールしても良いと思います。� （青森県　50代　女性）

お客様からいただいたご意見・ご要望の例
・契約手続時もその後のフォローにおいても、対面での説明が適切で、日本生命・営業職員
の方に対する信頼が増しました。引続きよろしくお願いします。�（千葉県　30代　男性）
・相談しやすい営業職員の育成をしていただきたいと思います。病気になった際には、手
続きを子どもにやってもらうこともあると思うので、そうした時にいつでも相談できれ
ばありがたいです。� （東京都　40代　女性）

満足 やや満足 やや不満 不満 お客様満足度

連絡のとりやすさ・
しやすさ

説明内容のわかりやすさ

お客様のニーズ・立場を
考えた適切なアドバイス

88.8％

88.7％

84.5％

48.7

58.4 30.3 7.1 2.3

2.810.440.743.8

40.1 7.6 1.6

満足 やや満足 やや不満 不満 お客様満足度

将来の保障見直しの
しやすさ

保険料の支払額

保険金額や保障範囲 89.1％

77.9％

72.9％

36.5 52.6 7.9 1.0

24.5 53.4 17.0 2.4

25.0 47.9 22.0 3.1
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「お客様の声」にもとづく
改善取組事例
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「お客様の声」にもとづく改善取組事例
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事例 No. お客様の声 改善内容 掲載
ページ

1 スマホアプリがもっと便利になると 
いいと思う

日本生命アプリリニューアル P.14

2
新型コロナウイルス感染症による 
入院給付金等の請求について、分か
りやすく、便利にしてほしい

新型コロナウイルス感染症による入院給
付金等の請求において、利便性の向上に
向けた各種対応を実施

P.15
P.16

3
高齢になってから、いざというとき
に、自分自身で保険の手続きがで
きるか不安だ

保険契約者代理制度の導入
（ご契約者サポートサービス）

P.17
P.18

4
がん等の重い病気の早期発見・ 
早期治療をサポートしてくれる保
険がほしい

がんを含む3大疾病の早期発見・早期治療
による重症化予防をサポートする商品の
発売（ニッセイみらいのカタチ「新3大疾病
保障保険」）

P.19

5
できる限り健康で長生きできるよう、
病気の再発や重症化を予防できる
サービスを提供してほしい

ニッセイみらいのカタチ「新3大疾病保障
保険」被保険者様向けサービス「生活習
慣改善支援プログラム」の提供を開始

P.20

6 死亡保険金受取人や指定代理請求
人の変更を簡単に行いたい

受取人変更・指定代理請求人変更の
Web手続開始

P.21

7
団体・従業員のコスト・事務負荷は
できるだけ軽く、福利厚生を充実 
させたい

新無配当扱特約付団体定期保険
「みんなの団体定期保険」の発売

P.22

8

金融機関で加入する外貨建保険に
ついて、申込時にリスク・費用等を
分かりやすく説明してほしい。加入
後のフォローも充実してほしい

外貨建保険販売資格のライセンス化
外貨建保険に関する商品説明動画の提供
契約者代理制度の導入および説明ツール
提供

P.23
P.24



※1

※1

●契約内容の確認

●入院・手術給付金の請求

●年金開始請求

●登録情報の確認・変更

●保険料振替口座の設定・変更

●契約貸付などの資金取引

●マイナンバーの登録

※1

※1

※3)

® ※4 )®

※2賞品交換 )

(カゴメ・高島屋・エアウィーヴ)

等

※1 一定の条件に該当する場合に限ります。※2 ハッピープレゼントのお申込みは担当者にお申し出ください。「ずっともっとサービス」の詳しい内容や利用方法につきましては、日本生命ホームページを
ご覧ください。「ずっともっとサービス」は、お客様番号(お客様ID)が発行された個人のお客様がご利用になれます。(一部対象外となる場合がございます。) ※3 健康介護あんしんダイヤル等は、株式会社
ライフケアパートナーズ等が提供するサービスであり、日本生命(以下、「当社」)の提供する保険またはサービスではありません。ご利用に関して生じた損害について当社は責任を負いません。※4 サリバ
チェッカー の商標は、株式会社サリバテックに帰属します。また、おうちでドック の商標は、ハルメク・ベンチャーズ株式会社に帰属します。®®

※iPhoneの場合は指紋/顔認証のみ

日本生命アプリのダウンロードは

お手続きはもちろん
サービスも充実！

お済みですか？

「お客様の声」にもとづく改善取組事例

お客様
の声

スマホアプリがもっと便利になるといいと思う

日本生命アプリリニューアル

改善
内容

日本生命アプリは2018年9月のリリース以降、生体認証による簡単なログイ
ンや、利用可能なお手続き・サービスの順次拡大など、継続的な利便性の向上
に努めて参りました。
この度、2022年3月にデザインのリニューアルを実施し、各種お手続きや
サービスがさらに利用しやすくなりました。

事例1
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「お客様の声」にもとづく改善取組事例

お客様
の声

新型コロナウイルス感染症による入院給付金等の請求について、分かりやすく、
便利にしてほしい

新型コロナウイルス感染症による入院給付金等の請求において、
利便性の向上に向けた各種対応を実施

改善
内容

専用請求書・ご案内文書等の新設やニッセイホームページ・日本生命アプリの
ご利用範囲の拡大、コールセンターでの対応等を行っています。

事例2

15

●専用請求書・ご案内文書等の新設

●ニッセイホームページ・日本生命アプリでの請求範囲拡大

■ �書類の記入方法・必要書類に関連した照会が多いことを踏
まえ、新型コロナウイルス感染症による請求専用の請求書
類と、その記入方法を記載した記入見本を新設しました。

■ �入院給付金請求の必要書類変更や、特別取扱による入院給
付金等のお支払対象見直しに伴い、変更・見直しの経緯や詳
細を記載したご案内文書を新設しました。

■ �新型コロナウイルス感染症に罹患して、宿泊施設や自宅での療養を行った場合、従来ニッセイホーム
ページ・日本生命アプリからはご請求いただけませんでしたが、2022年3月よりご利用可能＊1としま
した。
・�ニッセイホームページ・日本生命アプリからの請求は、インターネット上で完結可能なため、領収証
のコピー等の請求書類準備や書類の郵送が不要となります。また、24時間利用可能＊2であり、いつで
も簡単にお手続きができます。
＊1 ご契約内容によってはご利用いただけない場合がございます。
＊2 メンテナンス等で利用できない場合もございます。

【スマートフォンから】
ニッセイホームページからお手続きを行う場合は右の二次元コードからアクセス

【パソコンから】
ニッセイホームページの「ご契約者さま専用サービスログイン」にアクセス

スマートフォン、パソコンよりログインのうえ、以下の手順に沿ってお手続きください。

ログイン
方法

手順 Step 1
手続き前の

確認

Step 3
登録情報の

確認

Step 4
請求内容の

入力

Step 2
契約の
選択

Step 5
画像の
添付

入 院 内 容 報 告 書

記入日 (和暦) 年 月 日

請求人

(フリガナ)

（自署）

療養内容記入欄
(フリガナ)

傷病者名
（入院をされた方）

１

２

３

４

５５５５

病名

性別 生年月日

年 月 日
男性

年 月 日

日

（ ） －

年 月 日～

医 師

帳202209-039

(和暦)

(和暦)

(和暦)

初診日または発症日 医療機関等の「初診日」、

新型コロナウイルス（COVID-19）感染症

療
養
場
所

医師名

電話番号

所在地

該当するものに
○印をつけてください

※１　入院給付金のお支払いの対象となる期間は、原則以下のとおりです。
　　　　◇宿泊施設または自宅での療養の場合：「PCR検査等で陽性と診断された日」から「厚生労働省の定める
　　　　　 解除基準に該当した日（保健所等から通知された解除日）」
　　　　◇医療機関への入院の場合：「入院開始日」から「退院日」
※２　厚生労働省が定める療養解除基準において、発症日から７日間経過し、かつ、症状軽快後24時間経過した　 
　　　　場合に解除可能とされています。（2022年9月7日時点）

女性

記載事項は事実に相違ありません。なお、以下に同意するとともに、提出した書類の返却を求めません。　
　①記載事項について、日本生命が必要に応じて病院（診療所）に対し事実の確認を実施すること　　　　
　②記載事項が事実と相違する場合には、給付金を受取ることができない場合があること　　　　　　　　
　③後日、記載事項が事実と相違していることが認められた場合には、正当な支払額にて精算を行うこと

日本生命保険相互会社　行

【ご請求前に必ずご確認ください】
　〇当報告書でご請求いただける条件や、当報告書以外の必要書類※につきましては、 　 
     『新型コロナウイルス感染症による入院給付金のご請求をされるお客様へ』、 または
　　 当社ホームページ 「新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ」
　　（https://www.nissay.co.jp/coronavirusoshirase/#anc03）にて必ずご確認ください。

  　　※当報告書だけでは請求できません。
　 　　　「My-HER-SYSで取得した画面での療養証明」等の提出が必要です。

下の二次元コード
からも確認できます

療養期間
※１

自宅 病院 〔 〕病院名

以下、病院の
場合のみ記入 〕〔 都 道

府 県

宿泊施設

新型コロナウイルス
入院給付金請求

【専用】

 【PCR検査等による陽性判明日、もしくは入院開始日】

(和暦) 年 月

もしくは「症状が出現した日」をご記入ください 

【解除日（原則7日間経過した日 ※2）、もしくは退院日】

→→

傷病者ご本人の生年月日を
もれなくご記入ください。

「 検査等による陽性判
明日」もしくは「入院開始日」
をご記入ください。
「保健所等から通知された解
除日 原則 日間経過した
日 」、もしくは「退院日」
をご記入ください。

日日生生 太太郎郎

ニニッッセセイイ タタロロウウ

令令和和44 1100            1100

日日生生 太太郎郎

ニニッッセセイイ タタロロウウ

88          22昭昭和和3300

令令和和44 1100  88

■新型コロナウイルス感染症に罹患され、入院給付金をご請求される場合は、「入院内容報告書【新型コロナウイルス専用】」
をご提出ください。

■以下は「入院内容報告書【新型コロナウイルス専用】」の場合の記入例です。
以下①～⑧の各項目の留意事項を確認のうえ請求人ご本人がご記入ください。

支払サービスセンター 文 ２０２２ー３３７

必ずご確認ください
必要書類をご確認のうえ、「入院内容報告書【新型コロナウイルス専用】と併せて必ず送付してください。
「ご請求時の必要書類」に記載の書類以外は封入しないでください。
傷病者様ごとに、それぞれ当社専用の返信用封筒をご使用ください。
例：ご夫婦で給付金をご請求される場合は、別々の返信用封筒にてご返送ください。

①～⑧は必ずご記入ください。
「入院内容報告書」の記入日を
ご記入ください。

請求人名を請求人ご本人が
ご記入ください。

２

傷病者の名前・性別・生年月日
をご記入ください。

医療機関等の「初診日」、
もしくは「症状が出現した日」
をご記入ください。

５

令令和和44 1100              11

令令和和44 1100        11

該当するものに○をしてください。
病院の場合は、「病院名」「所在
地（住所）」「電話番号」「医師
名」をご記入ください。

８

８

「入院内容報告書【新型コロナウイルス専用】」の記入例

ページ４ ４

厚生労働省が定める療養解除基準において、
発症日から７日間経過し、かつ、症状軽快後
時間経過した場合に解除可能とされてい

ます。（ 年 月 日時点）

７
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（ご参考）新型コロナウイルス感染症に関するその他対応事項
◦感染者の急増・給付金請求の大幅な増加を受け、支払事務担当者を増員して対応しています。
◦新型コロナウイルス感染症に罹患された場合、実際に医療機関等に入院された場合に加え、医療機関の事情
などにより自宅での療養、またはその他病院等と同等とみなされる施設で治療を受けられた場合も、生命保険
協会のガイドラインにもとづく特別取扱（以下、「みなし入院」）として、入院給付金等のお支払いの対象として
います。
　今般、政府より、新型コロナウイルス感染症に係る発生届の範囲について、全国一律に重症化リスクの高い
方々に限定する旨が発表されたことを踏まえ、改めて「みなし入院」に係る入院給付金等の取扱いを検討した
結果、2022年9月26日以降の「みなし入院」による入院給付金等のお支払いの対象について、以下のとおり
見直しております。
なお、2022年9月22日時点での取扱いにもとづき記載しており、今後法令の改正等により変更する可能性
があります。

〈「みなし入院」による入院給付金等のお支払対象〉
2022年9月26日以降に新型コロナウイルス感染症と診断された方のうち、以下の重症化リスクの高い方
◦65歳以上の方　◦入院を要する方　◦重症化リスクがあり、新型コロナ治療薬の投与または新型コロナ
罹患により酸素投与が必要な方　◦妊娠中の方
※�病床ひっ迫等により入院ができず、自宅等で常に医師の管理下で治療に専念された場合等の事情がある
場合には、当社職員までご連絡ください。
※2022年9月25日以前に診断された方については、上記の対象の方に限らずお支払いの対象となります。

〈今般の見直しの背景等〉
◦医療保険の入院給付金等は、保険約款において「医師による治療が必要であり、かつ、自宅等での治療ま
たは通院による治療によっては治療の目的を達することができないため、病院または診療所に入り、常に
医師の管理下において治療に専念する」場合にお支払いする旨定めています。
◦2020年4月当時、新型コロナウイルス感染症に罹患された方について、病院または診療所への入院が
必要な状態にもかかわらず、病床のひっ迫等の事情により入院することができない状況が発生した結果、
医師等の管理下で宿泊施設や自宅での療養が行われることになりました。
◦こうした中、当社では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けられたお客様に十全な対応をすべく、入
院が必要にもかかわらず、医療機関の事情などにより、臨時施設または自宅にて医師等の管理下で療養
を行った場合については、約款上の定義には該当しないものの「入院」と同等に取扱う「みなし入院」を実
施してまいりました。
◦今般、新型コロナウイルス感染症に係る発生届の範囲を全国一律で重症化リスクの高い方に限定する旨
が政府より公表されるなどの状況変化も踏まえ、発生届の対象とならない方を、新型コロナウイルス感染
症に罹患したことのみをもって「常に医師の管理下において治療に専念」し「入院が必要な状態」と判断
できないことから、2022年9月26日以降の「みなし入院」による入院給付金等のお支払対象を上記のと
おり見直すことにいたしました。

●コールセンターでの対応

■ �お客様から給付金請求に関する多くの照会・相談を受付けるコールセンターでは、以下の対応を実施し
ています。
・�フリーダイヤルの自動音声案内に「コロナ給付金請求」専用の選択肢を追加
・�お住まいの地域によって異なるみなし入院の証明書について、きめ細やかにご案内
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お客様
の声

高齢になってから、いざというときに、自分自身で保険の手続きができるか
不安だ

保険契約者代理制度の導入

改善
内容

ご契約者の認知判断能力が低下してご自身でお手続きができなくなった場合に、
あらかじめご登録いただいたご家族が、代理人としてお手続きをすることが�
可能となる保険契約者代理制度を導入しました。

事例3

17

●「ご契約者サポートサービス」の名称で提供

2022年6月～

営業職員・代理店販売商品では、従来の「ご契約情報家族連絡サービス」と当制度を合わせて、「ご契
約者サポートサービス」の名称で提供しています。既に「ご契約情報家族連絡サービス」を利用されて
いる方は、同内容である【家族連絡型】に移行されますが、【家族連絡・代理手続型】にご登録いただ
くことで、代理手続が可能となります。
なお、金融機関窓口販売商品では、2022年4月1日より「保険契約者代理制度」の名称で提供していま
す。（P.23-24参照）

〈変更イメージ図〉

従来

ご契約情報家族連絡サービス
リニューアル

2022年6月20日～

●登録された家族に対して、契約
者の保険契約の内容を連絡

●従来の「ご契約情報家族連絡
　サービス」

●契約者の意思能力低下時※

に、登録された家族が代理で
手続きすることが可能に
　（「保険契約者代理制度」）

※診断書の提出要

ご契約者サポートサービス 名称
変更

❶家族連絡型

❷家族連絡・代理手続型 新設
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●「ご契約者サポートサービス」とは

●「ご契約者サポートサービス」の特徴

契約者様によるお手続きのお問合せが困難になった場合等に、ご登録いただいたご家族(1名)に契約者
様をサポートしていただけるサービスです。
当サービスはご要望に応じて 家族連絡型 または 家族連絡・代理手続型 からお選びいただけます。

詳細は、ニッセイホームページ内の
「ご契約者サポートサービスとは」にてご確認いただけます。

登録無料

ご契約内容および必要なお手続きについて
ご登録家族からお問合せ＊1いただけます。

ご登録家族宛に年１回、
ご契約内容に関する通知を送付いたします。＊２

認知判断能力の低下等により、契約者様がお手続きできなくなった場合、
ご登録家族が契約者様の代理で所定のお手続きを行うことができます。＊３

＊１ お問合せ内容によっては、回答できない場合があります。

＊２ お申込後には、契約者様・ご登録家族宛に
お手続き（登録）完了通知を送付いたします。

＊３ 契約者変更や受取人変更等、代理対象外のお手続きもございます。

代理対象手続
（例）

●契約者様の住所・電話番号変更　●契約貸付制度の利用
●契約者様が受取人となる死亡保険金の請求　●解約　●減額　等
※解約や減額等、お手続きの内容によっては、保険金等の受取人の同意等が
必要になります。

ご登録家族 日本生命

契約者様のご契約内容等
についてお問合せ

ご契約内容等
をご説明

契約者様 ご登録家族日本生命

ご登録家族

ご契約内容の
お知らせ

契約者様のご契約内容
に関する通知

家族連絡型 家族連絡・代理手続型 共通

家族連絡型 家族連絡・代理手続型 共通

家族連絡・代理手続型 のみ対象

ポイント１

ポイント2

ポイント3

詳細はこちら▶
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お客様
の声

がん等の重い病気の早期発見・早期治療をサポートしてくれる保険がほしい

がんを含む3大疾病の早期発見・早期治療による
重症化予防をサポートする商品の発売

改善
内容

がん・急性心筋梗塞・脳卒中の3大疾病は早期発見・早期治療による重症化予
防が大切なことを踏まえ、2022年4月に、ニッセイみらいのカタチ「新3大疾
病保障保険“3大疾病　3充マル”（サンジュウマル）」を発売しました。
当商品は、3大疾病保障や死亡保障に加え、狭心症や脳動脈瘤、一過性脳虚血発
作についても保障します。さらには、がん検診に関する給付＊1（業界初＊2）も備
えた早期発見・早期治療による重症化予防をサポートする商品です。

事例4
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2022年4月～

所定のがん（悪性新生物）・急性心筋梗塞・脳卒中で所定の事由に該当し
たとき、3大疾病保険金を受取れます。

所定のがん（上皮内新生物等）・狭心症・脳動脈瘤・一過性脳虚血発作と
診断確定されたとき、特定疾病診断保険金を受取れます。

《がん要精検後検査等給付金あり型＊3の場合》
所定のがん検診を受診して、要精密検査等と診断されたことに関する精密
検査等をされたとき、がん要精検後検査等給付金を受取れます。

POINT
1

POINT
2

POINT
3

＊1 がん検診に関する保障はがん要精検後検査等給付金あり型を選択した場合のみ保障対象となります。
＊2 2022年3月時点 当社調べ
＊3 がん要精検後検査等給付金あり型の契約年齢範囲は男性40歳～75歳、女性20歳～75歳です。
※当資料は商品・制度・サービスの概要を説明したものです。
※詳しいご検討にあたっては、「パンフレット」「提案書」「ご契約のしおり－定款・約款」等を必ずご確認ください。
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お客様
の声

できる限り健康で長生きできるよう、病気の再発や重症化を予防できるサービス
を提供してほしい

ニッセイみらいのカタチ「新3大疾病保障保険」
被保険者様向けサービス

「生活習慣改善支援プログラム」の提供を開始

改善
内容

対象疾患と診断確定された場合に、心臓疾患・脳血管疾患の再発・重症化予防に
向け、スマホアプリを通して生活習慣の改善をマンツーマンでサポートします。

事例5

20

企
業
と
し
て
の
消
費
者
関
連
取
組

「
お
客
様
の
声
」に
も
と
づ
く
改
善
取
組
事
例

「
お
客
様
の
声
」を
経
営
に
活
か
す
取
組

「
お
客
様
の
声
」に
も
と
づ
く
改
善
取
組
事
例

2022年4月～

●プログラムイメージ

●費用イメージ

④実践
面談時に立てた目標をもとに

食事の改善や運動に取り組みます

③アドバイス
電話面談によって改善プランを
医療専門職がアドバイスします

6.0

140-80

19,274

①記録
日々の食事や計測した活動量を
専用スマホアプリに記録します

②分析
記録されたデータをもとに医療
専門職が最適なプランを立てます

①～④のサイクルを12回（6カ月間）にわたって同じ担当者が伴走します

経過レポートを持参して、診察の助けに

(看護師、理学療法士、管理栄養士、保健師など)

かかりつけ医

②分析

③アドバイス④実践

①記録

2週間
×１２回

一人ひとりの健康状態や生活環境に合わせて、医療専門職が最適なプランを提案します。
また、２週間に１回の電話面談を通して、実施状況や健康状態を確認し、健康づくりをサポートします。
※本プログラムのご参加には、ご自身のスマートフォンが必要です。

脳梗塞発症者の追跡研究では、通院のみの方に比べ

生活習慣改善の支援を受けた方は、再発率が10分の1になったという報告があります

※名古屋大学大学院山田研究室、名古屋第二赤十字病院との共同研究　出典：Kono Y, Yamada S, et al（2013）Cerebrovasc.改変
※発症から3年後の脳梗塞の累積再発率

発症からの日数（日）
2000 400 600 800 1000 1200
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0

通院のみの方（35名）
生活習慣改善の支援を受けた方（35名）

（統計データと同水準の再発率）34.3%

2.8%

累
積
再
発
率
(%)

高

低

原因の一つには、食事や運動などの生活習慣を
うまくコントロールできていないことも・・・

出典：Petty GW, et al. Stroke. 2000.Hata J, et al. J Neurol Neurosurg Psychiatry. 2005.

生活習慣の改善をマンツーマンでサポートします！

※医師の判断やサービス提供会社が定める基準に合致しない場合、生活習慣改善支援プログラムをご利用いただけないことがございます。

心臓疾患・脳血管疾患の再発予防に向け、スマホアプリを通して
あなたに最適な健康づくりをご支援するプログラムです

急性心筋梗塞　脳動脈瘤　一過性脳虚血発作対象疾患 プログラム内容

プログラム費用のイメージ

／5年
30% 医療専門職ご利用者

2週間に1回の
電話面談 無料 4回の面談 継続を

判断✽1

無料　活動量計

ご利用者が負担✽2　塩分測定器　　　　血液検査キット

ご利用者が負担✽2　8回の面談

オプション品
（希望者のみ）

1カ月 2カ月 3カ月 4カ月 5カ月 6カ月

心臓疾患・脳血管疾患には再発するリスクがあります

生活習慣の改善が再発率の軽減につながります！

みらいのカタチ「新3大疾病保障保険」の被保険者様が
対象疾患と診断確定された場合にご利用いただけます。

✽1：4回目の電話面談終了後に、ご利用者にプログラムの継続要否を判断いただきます。
✽2：具体的な費用等、詳細については、株式会社PREVENTカスタマーサポート窓口へお問合せください。

狭心症 脳卒中

たとえば脳梗塞の場合・・・

5年以内に約3割の方が再発するという統計データがあります

脳梗塞の再発率

重症化リスクの軽減効果（再発抑制）

脳梗塞の発症から3年後の再発率

10分の1

④実践
面談時に立てた目標をもとに

食事の改善や運動に取り組みます

③アドバイス
電話面談によって改善プランを
医療専門職がアドバイスします

6.0

140-80

19,274

①記録
日々の食事や計測した活動量を
専用スマホアプリに記録します

②分析
記録されたデータをもとに医療
専門職が最適なプランを立てます

①～④のサイクルを12回（6カ月間）にわたって同じ担当者が伴走します

経過レポートを持参して、診察の助けに

(看護師、理学療法士、管理栄養士、保健師など)

かかりつけ医

②分析

③アドバイス④実践

①記録

2週間
×１２回

一人ひとりの健康状態や生活環境に合わせて、医療専門職が最適なプランを提案します。
また、２週間に１回の電話面談を通して、実施状況や健康状態を確認し、健康づくりをサポートします。
※本プログラムのご参加には、ご自身のスマートフォンが必要です。

脳梗塞発症者の追跡研究では、通院のみの方に比べ

生活習慣改善の支援を受けた方は、再発率が10分の1になったという報告があります

※名古屋大学大学院山田研究室、名古屋第二赤十字病院との共同研究　出典：Kono Y, Yamada S, et al（2013）Cerebrovasc.改変
※発症から3年後の脳梗塞の累積再発率
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出典：Petty GW, et al. Stroke. 2000.Hata J, et al. J Neurol Neurosurg Psychiatry. 2005.

生活習慣の改善をマンツーマンでサポートします！

※医師の判断やサービス提供会社が定める基準に合致しない場合、生活習慣改善支援プログラムをご利用いただけないことがございます。

心臓疾患・脳血管疾患の再発予防に向け、スマホアプリを通して
あなたに最適な健康づくりをご支援するプログラムです

急性心筋梗塞　脳動脈瘤　一過性脳虚血発作対象疾患 プログラム内容

プログラム費用のイメージ

／5年
30% 医療専門職ご利用者

2週間に1回の
電話面談 無料 4回の面談 継続を

判断✽1

無料　活動量計

ご利用者が負担✽2　塩分測定器　　　　血液検査キット

ご利用者が負担✽2　8回の面談

オプション品
（希望者のみ）

1カ月 2カ月 3カ月 4カ月 5カ月 6カ月

心臓疾患・脳血管疾患には再発するリスクがあります

生活習慣の改善が再発率の軽減につながります！

みらいのカタチ「新3大疾病保障保険」の被保険者様が
対象疾患と診断確定された場合にご利用いただけます。

✽1：4回目の電話面談終了後に、ご利用者にプログラムの継続要否を判断いただきます。
✽2：具体的な費用等、詳細については、株式会社PREVENTカスタマーサポート窓口へお問合せください。

狭心症 脳卒中

たとえば脳梗塞の場合・・・

5年以内に約3割の方が再発するという統計データがあります

脳梗塞の再発率

重症化リスクの軽減効果（再発抑制）

脳梗塞の発症から3年後の再発率

10分の1

※�生活習慣改善支援プログラムは、株式会社PREVENTが提供する重症化予防支援事業のサービスであり、日本生命の提供する保険
またはサービスではありません。ご利用に関して生じた損害について日本生命は責任を負いません。
※�当資料はサービスの概要を説明したものです。
※�生活習慣改善支援プログラムの詳細や株式会社PREVENTが定める利用規約につきましては、日本生命ホームページをご確認くだ
さい。

＊1：�4回目の電話面談終了後に、ご利用者にプログラムの継続要否を判断していただきます。
＊2：�具体的な費用等、詳細については、株式会社PREVENTカスタマーサポート窓口へお問合せください。



「お客様の声」にもとづく改善取組事例

お客様
の声

死亡保険金受取人や指定代理請求人の変更を簡単に行いたい

受取人変更・指定代理請求人変更のWeb手続開始

改善
内容

死亡保険金受取人・指定代理請求人の変更手続が、お客様自身のスマート�
フォンからできるようになりました。（※一部契約に限る）
日本生命アプリや、ニッセイホームページ「ご契約者さま専用サービス」へ�
ログインし、変更内容（新しい受取人のお名前・生年月日等）を入力すること
で変更手続が可能となり、これまで必要であった請求書の記入や本人確認書類
のコピーの提出が不要となりました。

事例6

21

2022年6月～

●ご利用の流れ

① ログイン ② 変更内容入力 ③ 完了

スマホからログイン 変更内容を入力 内容を確認し完了



「お客様の声」にもとづく改善取組事例

お客様
の声

団体・従業員のコスト・事務負荷はできるだけ軽く、福利厚生を充実させたい

新無配当扱特約付団体定期保険「みんなの団体定期保険」の発売

改善
内容

◦加入申込みや事務手続等のデジタル化により、事務負荷・コストを軽減する
ことで、中堅企業様に導入していただきやすい団体定期保険を開発しました。
◦団体定期保険の特徴である低廉な保険料で死亡保障を準備できることに加
え、付帯サービスとして様々なサービスをご利用いただくことができ、企業
の福利厚生制度を拡充させることができます。

事例7

22

企
業
と
し
て
の
消
費
者
関
連
取
組

「
お
客
様
の
声
」に
も
と
づ
く
改
善
取
組
事
例

「
お
客
様
の
声
」を
経
営
に
活
か
す
取
組

「
お
客
様
の
声
」に
も
と
づ
く
改
善
取
組
事
例

2023年1月から提供開始

す
。し
か
し
、生
保
側
の
事
務
や
管
理

に
か
か
る
コ
ス
ト
が
大
き
く
、従
業
員

が
１
０
０
０
名
以
下
の
中
堅
企
業
に
は

ほ
と
ん
ど
提
供
で
き
て
お
り
ま
せ
ん
で

し
た
。そ
の
た
め
、当
社
に
お
け
る
従

来
の
団
体
定
期
保
険
の
中
堅
企
業
の

導
入
状
況
は
6.6
％
ほ
ど
で
し
た
。こ
う

し
た
背
景
が
あ
る
こ
と
か
ら
、こ
れ
ま

で
中
堅
企
業
の
皆
様
か
ら「
団
体
定

期
保
険
を
導
入
し
た
い
」と
い
う
ご
要

望
を
多
く
い
た
だ
い
て
お
り
ま
し
た
。

—

中
堅
企
業
が
加
入
し
や
す
い
団

体
定
期
保
険
が
こ
れ
ま
で
は
な
か
っ
た

ん
で
す
ね
。

中
尾
：
そ
う
な
ん
で
す
。そ
こ
で
、日

本
生
命
で
は
従
来
の
団
体
定
期
保
険

の
商
品
内
容
を
簡
素
化
し
、従
業
員

数
1
0
0
名
〜
1
0
0
0
名
の
中

堅
企
業
に
も
導
入
し
て
い
た
だ
き
や
す

い
、従
業
員
任
意
加
入
型
の
団
体
定

期
保
険
の
提
供
を
2
0
2
3
年
1
月

か
ら
開
始
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

企
業
の
規
模
に
か
か
わ
ら
ず
、団
体
定

期
保
険
へ
の
導
入
を
検
討
し
て
い
る

企
業
の
皆
様
の
ご
期
待
に
こ
た
え
ら

れ
る
商
品
と
な
っ
て
い
ま
す
。

デ
ジ
タ
ル
で
手
続
き
完
結

保
険
料
の
安
さ
も
魅
力

—

従
来
の
団
体
定
期
保
険
と
比
べ

て
、「
み
ん
な
の
団
体
定
期
保
険
」の

主
な
特
徴
は
な
ん
で
す
か
？

中
尾
：
大
き
な
特
徴
の
1
つ
が
、加
入

の
申
込
み
や
事
務
手
続
き
を
デ
ジ
タ

ル
で
完
結
で
き
る
こ
と
で
す
。中
堅
企

業
向
け
の
団
体
定
期
保
険
に
お
い
て
、

デ
ジ
タ
ル
手
続
き
を
前
提
と
し
た
商

品
は
生
命
保
険
業
界
で
初
※
１
と
な
り

ま
す
。

—

デ
ジ
タ
ル
で
手
続
き
が
完
結
で

き
る
の
は
助
か
り
ま
す
ね
。

中
尾
：
従
来
の
団
体
定
期
保
険
は
、

ま
ず
従
業
員
が
申
込
書
を
企
業
に
提

出
し
、企
業
か
ら
当
社
へ
書
類
を
送
っ

て
い
た
だ
く
と
い
う
流
れ
で
、そ
の
過

程
で
書
類
の
記
入
や
回
収
、そ
し
て

不
備
が
生
じ
た
場
合
の
や
り
取
り
な

ど
、煩
雑
な
作
業
が
発
生
し
て
い
ま
し

た
。今

回
登
場
し
た「
み
ん
な
の
団
体
定

期
保
険
」で
は
こ
の
点
を
大
き
く
改

善
。従
業
員
は
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
パ
ソ

コ
ン
で
保
障
内
容
の
確
認
や
申
込
み

手
続
き
な
ど
を
簡
単
に
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。こ
れ
に
よ
っ
て
お
申

込
み
い
た
だ
く
従
業
員
の
方
だ
け
で

な
く
、労
務
担
当
者
の
負
担
も
軽
減

す
る
こ
と
が
で
き
、テ
レ
ワ
ー
ク
で
も
ス

ピ
ー
デ
ィ
か
つ
ス
ム
ー
ズ
な
や
り
と
り
が

可
能
に
な
り
ま
す
。

—

手
続
き
の
負
担
が
少
な
い
の
は

う
れ
し
い
で
す
ね
。保
険
料
に
つ
い
て

も
教
え
て
く
だ
さ
い
。

中
尾
：
従
業
員
に
と
っ
て
団
体
定
期

保
険
に
加
入
す
る
メ
リ
ッ
ト
の
1
つ

が
、保
険
料
の
安
さ
で
す
。

当
商
品
は
企
業
が
保
険
料
を
負
担

す
る
全
員
加
入
部
分
と
、加
入
者
で

あ
る
従
業
員
が
保
険
料
を
払
う
任
意

加
入
部
分
で
構
成
さ
れ
ま
す
。

任
意
加
入
部
分
の
保
険
料
の
一
例

を
挙
げ
ま
し
ょ
う
。例
え
ば
、従
業
員

1
0
0
名
の
企
業
で
死
亡
保
険
金
額

3
0
0
万
、保
険
期
間
・
保
険
料
払
い

込
み
期
間
1
年
の
場
合
、年
齢
や
性

別
に
よ
り
ま
す
が
、満
20
歳
〜
満
40
歳

で
は
従
業
員
一
人
あ
た
り
の
月
額
保

険
料
は
96
円
〜
4
6
2
円
※
２
で
す
。

—

月
額
数
百
円
で
死
亡
保
障
に
加

入
で
き
る
の
は
う
れ
し
い
で
す
ね
。

中
尾
：
加
え
て
、従
業
員
の
ご
予
算

に
あ
わ
せ
て
柔
軟
に
保
険
料
を
設
計

す
る
こ
と
が
で
き
る
点
も
ポ
イ
ン
ト
で

す
。死
亡
保
険
金
額
1
0
0
0
万
、

8
0
0
万
、5
0
0
万
、3
0
0
万
の

4
パ
タ
ー
ン
か
ら
選
択
可
能
な
の
で
、

無
理
な
く
、必

要
な
保
障
を

確
保
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

—

ほ
か
に
、「
み
ん
な
の
団
体
定
期

保
険
」に
入
る
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、ど
ん

な
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
？

中
尾
：
福
利
厚
生
の
一
環
と
し
て
ご

利
用
い
た
だ
け
る
様
々
な
付
帯
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
い
た
し
ま
す
。

ご
加
入
者
と
な
る
従
業
員
向
け
に

は
、人
間
ド
ッ
ク
の
優
待
な
ど
の「
ヘ
ル

ス
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
」の
ほ
か
、グ
ル
メ・レ

ジ
ャ
ー
な
ど
の「
各
種
優
待
サ
ー
ビ
ス
」

も
ご
用
意
し
て
お
り

ま
す
。

一
方
、人
事
・
総
務

担
当
者
向
け
に
は
、

従
業
員
の
介
護
実
態

を
把
握
す
る
た
め
の

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
や

介
護
関
連
の
従
業

員
向
け
セ
ミ
ナ
ー・
研

修
を
実
施
す
る「
介

護
支
援
サ
ー
ビ
ス
」、

従
業
員
の
休
職
・
復

職
が
発
生
し
た
場
合

の
実
務
面
の
課
題

に
つ
い
て
臨
床
心
理

士
・
産
業
カ
ウ
ン
セ

ラ
ー
な
ど
の
専
門
家

に
相
談
で
き
る
サ
ー

ビ
ス
な
ど
、福
利
厚

生
や
労
務
管
理
な
ど

の
課
題
を
解
決
す
る

た
め
の
各
種
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

中
堅
企
業
の
福
利
厚
生
を
サ
ポ
ー
ト

し
、経
営
課
題
の
解
決
に
つ
な
げ
る

—

制
度
導
入
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
イ

メ
ー
ジ
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

中
尾
：
導
入
決
定
か
ら
お
お
む
ね
4

カ
月
で
保
障
開
始
と
な
り
ま
す
。申

込
み
か
ら
2
カ
月
ほ
ど
で
、従
業
員
に

向
け
て
の
説
明
会
や
申
込
み
手
続
き

を
実
施
す
る
流
れ
で
す
。2
0
2
3

年
1
月
の
開
始
に
先
立
ち
、今
夏
か

ら
ご
案
内
を
開
始
し
て
ま
い
り
ま
す
。

日
本
生
命
と
し
て
は
、今
回
の「
み

ん
な
の
団
体
定
期
保
険
」と
付
帯
す

る
サ
ー
ビ
ス
を
通
し
て
、人
材
不
足
に

課
題
を
感
じ
て
い
る
企
業
や
、健
康
経

営
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
企

業
を
応
援
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。福
利
厚
生
を
拡
充
す
る
た
め

の
選
択
肢
を
ご
提
案
し
、中
堅
企
業

の
皆
様
を
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
き
ま
す
。

※
1
2
0
2
2
年
1
月
時
点
、当
社
調
べ

※
2
被
保
険
者
が
本
人
・
配
偶
者
の
場
合
。性
別
、年

齢
に
よ
っ
て
保
険
料
が
異
な
る
。

新商品 制度の案内（メール）

デジタル申込手続き（スマホなど）

パンフレット・申込書の送付

申込書の提出申込書の提出

申込書の回収・記入内容の確認

パンフレット・申込書の配付従来

制度のご案内は当社からメールにて従業員様にお送りいたしますので、
企業様においては、加入申込書の配付・回収などの面倒な事務は発生しません。（ただし、従業員データの送付・給与控除などの事務が一部ございます）

パンフレット※・申込書の配付
申込書の回収・記入内容の確認
※パンフレットはweb上でご確認いただけます

FREE

Discount

※同居のご家族の方もご利用いただける制度がございます。

付帯サービス内容（検討中）

お手頃な保険料

死亡保険金額300万円の場合（月払）

満20歳の場合

満30歳の場合

満40歳の場合

231円

255円

462円

96円

144円

342円

男性

従業員が負担した保険料は一般生命保険料控除の対象となります。

女性

団体保険ならではのお手頃な
保険料です。

1
Point 任意加入部分（従業員負担）

1人あたり死亡保険金額100万円の場合（月払）

従業員100名企業

従業員300名企業

従業員500名企業

26,842円

80,527円

134,212円

１企業あたりの従業員の人員構成は、総務省「2017年就業構造
基本調査」をもとに当社で作成し、計算しています。
保険料は全額損金扱いとなります。

予算に合わせた保険料で、
福利厚生制度の拡充が可能です。

2
Point 全員加入部分（企業負担）

【保険期間・保険料払込期間1年、無配当】
保険料イメージ

※上記は、被保険者数1,000名未満の場合の保険料です（1,000名以上の場合は、保険料体系が異なります）。
※上記の保険料は代表例であり、実際は年齢・性別により異なります。
※2022年1月現在の税制・関係法令等に基づく税務の取扱い等について記載しています。今後、税務の取扱い等が変わる場合があります。

●デジタル完結の手続き（新商品の事務フロー）

当商品イメージキャラクター
「みんてぃ」

4 3

す
。し
か
し
、生
保
側
の
事
務
や
管
理

に
か
か
る
コ
ス
ト
が
大
き
く
、従
業
員

が
１
０
０
０
名
以
下
の
中
堅
企
業
に
は

ほ
と
ん
ど
提
供
で
き
て
お
り
ま
せ
ん
で
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。そ
の
た
め
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社
に
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け
る
従

来
の
団
体
定
期
保
険
の
中
堅
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業
の
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し
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ま
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中
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団
体
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要
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を
多
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ま
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中
堅
企
業
が
加
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し
や
す
い
団

体
定
期
保
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が
こ
れ
ま
で
は
な
か
っ
た

ん
で
す
ね
。

中
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：
そ
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な
ん
で
す
。そ
こ
で
、日

本
生
命
で
は
従
来
の
団
体
定
期
保
険

の
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品
内
容
を
簡
素
化
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、従
業
員

数
1
0
0
名
〜
1
0
0
0
名
の
中

堅
企
業
に
も
導
入
し
て
い
た
だ
き
や
す

い
、従
業
員
任
意
加
入
型
の
団
体
定

期
保
険
の
提
供
を
2
0
2
3
年
1
月

か
ら
開
始
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

企
業
の
規
模
に
か
か
わ
ら
ず
、団
体
定

期
保
険
へ
の
導
入
を
検
討
し
て
い
る

企
業
の
皆
様
の
ご
期
待
に
こ
た
え
ら

れ
る
商
品
と
な
っ
て
い
ま
す
。

デ
ジ
タ
ル
で
手
続
き
完
結

保
険
料
の
安
さ
も
魅
力

—

従
来
の
団
体
定
期
保
険
と
比
べ

て
、「
み
ん
な
の
団
体
定
期
保
険
」の

主
な
特
徴
は
な
ん
で
す
か
？

中
尾
：
大
き
な
特
徴
の
1
つ
が
、加
入

の
申
込
み
や
事
務
手
続
き
を
デ
ジ
タ

ル
で
完
結
で
き
る
こ
と
で
す
。中
堅
企

業
向
け
の
団
体
定
期
保
険
に
お
い
て
、

デ
ジ
タ
ル
手
続
き
を
前
提
と
し
た
商

品
は
生
命
保
険
業
界
で
初
※
１
と
な
り

ま
す
。

—

デ
ジ
タ
ル
で
手
続
き
が
完
結
で

き
る
の
は
助
か
り
ま
す
ね
。

中
尾
：
従
来
の
団
体
定
期
保
険
は
、

ま
ず
従
業
員
が
申
込
書
を
企
業
に
提

出
し
、企
業
か
ら
当
社
へ
書
類
を
送
っ

て
い
た
だ
く
と
い
う
流
れ
で
、そ
の
過

程
で
書
類
の
記
入
や
回
収
、そ
し
て

不
備
が
生
じ
た
場
合
の
や
り
取
り
な

ど
、煩
雑
な
作
業
が
発
生
し
て
い
ま
し

た
。今

回
登
場
し
た「
み
ん
な
の
団
体
定

期
保
険
」で
は
こ
の
点
を
大
き
く
改

善
。従
業
員
は
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
パ
ソ

コ
ン
で
保
障
内
容
の
確
認
や
申
込
み

手
続
き
な
ど
を
簡
単
に
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。こ
れ
に
よ
っ
て
お
申

込
み
い
た
だ
く
従
業
員
の
方
だ
け
で

な
く
、労
務
担
当
者
の
負
担
も
軽
減

す
る
こ
と
が
で
き
、テ
レ
ワ
ー
ク
で
も
ス

ピ
ー
デ
ィ
か
つ
ス
ム
ー
ズ
な
や
り
と
り
が

可
能
に
な
り
ま
す
。

—

手
続
き
の
負
担
が
少
な
い
の
は

う
れ
し
い
で
す
ね
。保
険
料
に
つ
い
て

も
教
え
て
く
だ
さ
い
。

中
尾
：
従
業
員
に
と
っ
て
団
体
定
期

保
険
に
加
入
す
る
メ
リ
ッ
ト
の
1
つ

が
、保
険
料
の
安
さ
で
す
。

当
商
品
は
企
業
が
保
険
料
を
負
担

す
る
全
員
加
入
部
分
と
、加
入
者
で

あ
る
従
業
員
が
保
険
料
を
払
う
任
意

加
入
部
分
で
構
成
さ
れ
ま
す
。

任
意
加
入
部
分
の
保
険
料
の
一
例

を
挙
げ
ま
し
ょ
う
。例
え
ば
、従
業
員

1
0
0
名
の
企
業
で
死
亡
保
険
金
額

3
0
0
万
、保
険
期
間
・
保
険
料
払
い

込
み
期
間
1
年
の
場
合
、年
齢
や
性

別
に
よ
り
ま
す
が
、満
20
歳
〜
満
40
歳

で
は
従
業
員
一
人
あ
た
り
の
月
額
保

険
料
は
96
円
〜
4
6
2
円
※
２
で
す
。

—

月
額
数
百
円
で
死
亡
保
障
に
加

入
で
き
る
の
は
う
れ
し
い
で
す
ね
。

中
尾
：
加
え
て
、従
業
員
の
ご
予
算

に
あ
わ
せ
て
柔
軟
に
保
険
料
を
設
計

す
る
こ
と
が
で
き
る
点
も
ポ
イ
ン
ト
で

す
。死
亡
保
険
金
額
1
0
0
0
万
、

8
0
0
万
、5
0
0
万
、3
0
0
万
の

4
パ
タ
ー
ン
か
ら
選
択
可
能
な
の
で
、

無
理
な
く
、必

要
な
保
障
を

確
保
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

—

ほ
か
に
、「
み
ん
な
の
団
体
定
期

保
険
」に
入
る
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、ど
ん

な
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
？

中
尾
：
福
利
厚
生
の
一
環
と
し
て
ご

利
用
い
た
だ
け
る
様
々
な
付
帯
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
い
た
し
ま
す
。

ご
加
入
者
と
な
る
従
業
員
向
け
に

は
、人
間
ド
ッ
ク
の
優
待
な
ど
の「
ヘ
ル

ス
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
」の
ほ
か
、グ
ル
メ・レ

ジ
ャ
ー
な
ど
の「
各
種
優
待
サ
ー
ビ
ス
」

も
ご
用
意
し
て
お
り

ま
す
。

一
方
、人
事
・
総
務

担
当
者
向
け
に
は
、

従
業
員
の
介
護
実
態

を
把
握
す
る
た
め
の

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
や

介
護
関
連
の
従
業

員
向
け
セ
ミ
ナ
ー・
研

修
を
実
施
す
る「
介

護
支
援
サ
ー
ビ
ス
」、

従
業
員
の
休
職
・
復

職
が
発
生
し
た
場
合

の
実
務
面
の
課
題

に
つ
い
て
臨
床
心
理

士
・
産
業
カ
ウ
ン
セ

ラ
ー
な
ど
の
専
門
家

に
相
談
で
き
る
サ
ー

ビ
ス
な
ど
、福
利
厚

生
や
労
務
管
理
な
ど

の
課
題
を
解
決
す
る

た
め
の
各
種
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

中
堅
企
業
の
福
利
厚
生
を
サ
ポ
ー
ト

し
、経
営
課
題
の
解
決
に
つ
な
げ
る

—

制
度
導
入
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
イ

メ
ー
ジ
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

中
尾
：
導
入
決
定
か
ら
お
お
む
ね
4

カ
月
で
保
障
開
始
と
な
り
ま
す
。申

込
み
か
ら
2
カ
月
ほ
ど
で
、従
業
員
に

向
け
て
の
説
明
会
や
申
込
み
手
続
き

を
実
施
す
る
流
れ
で
す
。2
0
2
3

年
1
月
の
開
始
に
先
立
ち
、今
夏
か

ら
ご
案
内
を
開
始
し
て
ま
い
り
ま
す
。

日
本
生
命
と
し
て
は
、今
回
の「
み

ん
な
の
団
体
定
期
保
険
」と
付
帯
す

る
サ
ー
ビ
ス
を
通
し
て
、人
材
不
足
に

課
題
を
感
じ
て
い
る
企
業
や
、健
康
経

営
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
企

業
を
応
援
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。福
利
厚
生
を
拡
充
す
る
た
め

の
選
択
肢
を
ご
提
案
し
、中
堅
企
業

の
皆
様
を
サ
ポ
ー
ト
し
て
い
き
ま
す
。

※
1
2
0
2
2
年
1
月
時
点
、当
社
調
べ

※
2
被
保
険
者
が
本
人
・
配
偶
者
の
場
合
。性
別
、年

齢
に
よ
っ
て
保
険
料
が
異
な
る
。

新商品 制度の案内（メール）

デジタル申込手続き（スマホなど）

パンフレット・申込書の送付

申込書の提出申込書の提出

申込書の回収・記入内容の確認

パンフレット・申込書の配付従来

制度のご案内は当社からメールにて従業員様にお送りいたしますので、
企業様においては、加入申込書の配付・回収などの面倒な事務は発生しません。（ただし、従業員データの送付・給与控除などの事務が一部ございます）

パンフレット※・申込書の配付
申込書の回収・記入内容の確認
※パンフレットはweb上でご確認いただけます

FREE

Discount

※同居のご家族の方もご利用いただける制度がございます。

付帯サービス内容（検討中）

お手頃な保険料

死亡保険金額300万円の場合（月払）

満20歳の場合

満30歳の場合

満40歳の場合

231円

255円

462円

96円

144円

342円

男性

従業員が負担した保険料は一般生命保険料控除の対象となります。

女性

団体保険ならではのお手頃な
保険料です。

1
Point 任意加入部分（従業員負担）

1人あたり死亡保険金額100万円の場合（月払）

従業員100名企業

従業員300名企業

従業員500名企業

26,842円

80,527円

134,212円

１企業あたりの従業員の人員構成は、総務省「2017年就業構造
基本調査」をもとに当社で作成し、計算しています。
保険料は全額損金扱いとなります。

予算に合わせた保険料で、
福利厚生制度の拡充が可能です。

2
Point 全員加入部分（企業負担）

【保険期間・保険料払込期間1年、無配当】
保険料イメージ

※上記は、被保険者数1,000名未満の場合の保険料です（1,000名以上の場合は、保険料体系が異なります）。
※上記の保険料は代表例であり、実際は年齢・性別により異なります。
※2022年1月現在の税制・関係法令等に基づく税務の取扱い等について記載しています。今後、税務の取扱い等が変わる場合があります。

●デジタル完結の手続き（新商品の事務フロー）

当商品イメージキャラクター
「みんてぃ」

4 3

※2022年1月時点、当社調べ

イメージキャラクター
みんてぃ

詳しい商品内容は
こちら



「お客様の声」にもとづく改善取組事例

お客様
の声

金融機関で加入する外貨建保険について、申込時にリスク・費用等を分かり�
やすく説明してほしい。加入後のフォローも充実してほしい

【ご加入時の分かりやすいご説明への追加対応】
・外貨建保険販売資格のライセンス化（2022年4月～）
・外貨建保険に関する商品説明動画の提供（2021年12月～）

【ご加入後の情報提供・ご説明の充実（アフターフォロー）】
・契約者代理制度の導入および説明ツール提供（2022年4月～）

改善
内容

お客様に対して分かりやすい説明を行うための募集人リテラシー向上や、商品
についてよりご理解いただけるよう、ご加入時における説明動画の導入・提供
に取組んでいます。
また、お客様のご家族と契約内容を共有し、ご契約を安心して継続していただ
けるよう、ご加入後のアフターフォローの充実にも取組んでいます。
―これまでの主な改善事例―

【ご加入時の分かりやすいご説明】
・商品パンフレットの改良（2017年10月～）
・外貨建保険のリスク解説動画の提供（2020年3月～）
・外貨建保険募集に関わる試験制度の創設（2020年10月～）
・重要情報シートの新設・提供（2021年10月～）
【ご加入後の情報提供・ご説明の充実（アフターフォロー）】
・定期通知（ご契約内容のお知らせ）の改良（2019年10月～）
・金融機関からお客様へご契約内容をご説明するためのツール提供（2020年4月～）
・既契約者向け商品概要ビラの提供（2021年6月～）

事例8

23

2021年12月～

●ご加入時の分かりやすいご説明への追加対応

生命保険業界として外貨建保険の募集人リテラシーの向上を目的に試験制度を創設。
2022年4月より、外貨建保険を募集するにあたり、当該試験に合格の上、生命保険協会への外貨建保険
販売資格者登録が必須となったため、当社においても金融機関への受験サポートを継続実施。

外貨建保険販売資格のライセンス化（募集人リテラシー向上）（2022年4月～）1



「お客様の声」にもとづく改善取組事例

24

企
業
と
し
て
の
消
費
者
関
連
取
組

「
お
客
様
の
声
」に
も
と
づ
く
改
善
取
組
事
例

「
お
客
様
の
声
」を
経
営
に
活
か
す
取
組

「
お
客
様
の
声
」に
も
と
づ
く
改
善
取
組
事
例●ご加入後の情報提供・ご説明の充実（アフターフォロー）

将来、契約者が認知症等で意思表示が難しくなった場合に備えて、あらかじめ契約者代理人を指定して�
おくことにより、契約者に代わってお手続きができる契約者代理制度を導入。
（定期的に契約者代理人に契約概要の通知を発送するため、契約内容を共有していただくことも可能）
契約者代理制度について、より分かりやすくご理解いただくため、商品パンフレットでの案内に加えて、
ご案内ビラと説明動画をセットで提供。

外貨建保険の商品概要をお客様に分かりやすくご理解いただくため、説明動画を提供。

■ 年に1度、お客様向けにビラを送付し、
定期的なご案内を実施。

■ ポイントを絞りつつ、ビラの内容に沿って制度の内容を
分かりやすく説明。

（参考）円建保険商品においても、お客様に分かりやすくご理解いただくため、説明動画を提供。

契約者代理制度の導入および説明ツール提供（2022年4月～）3

外貨建保険に関する商品説明動画の提供（2021年12月～）2

動画（イメージ） 動画（イメージ）

契約者代理制度のご案内ビラ（イメージ） 動画（イメージ）

■ 動画ならではのストーリー性を取入れ、
平易かつ端的な表現を用いて説明。

商品動画は
こちら

ご検討にあたっては、当書面と「例表」または「提案書」をあわせてご確認ください。
お申込みにあたっては、クーリング・オフ制度、お支払事由の詳細や制限事項等、
契約内容に関する重要な事項について記載している当書面と
　　　　　　　　　　  　　  を必ずご確認ください。

●

●

お客さまへ生命保険のご提案を行うにあたり、当金融機関とお客さ
まの取引きに関する情報（預金・為替取引・融資等の情報）につい
て、お客さまへのコンサルティング上、必要な範囲において利用す
る場合があります。
当金融機関の取扱いで生命保険のご契約をいただいた場合、お客
さまの契約内容、契約申込書記載事項、その他知りえた情報を必要

●

な範囲において当金融機関業務に利用する場合があります。
※情報の利用に際しては、事前にお客さまの同意をいただきます。
今回の生命保険募集に関する当金融機関とお客さまとの取引き
が、当金融機関におけるお客さまに関する業務に影響を与えること
はありません。

募集代理店からのお知らせ  生命保険契約の当金融機関でのお取扱いにあたって

詳しくは、外貨建保険販売資格をもつ生命保険募集人までお気軽にご相談ください。 ご契約前に必ずお読みください

契約締結前交付書面

商品パンフレット
兼

 契約概要／
注意喚起情報

2022年10月版

ご契約のしおり―定款・約款

募集代理店

登（　 日本22-3190,22/10/1，金融法人管理Ｇ）BK-LG21E

引受保険会社

ニッセイダイレクト事務センター

　0120-375-621（通話料無料）
［受付時間］ 月～金曜日 9：00～17：00
　　　　　（祝日、12/31～1/3を除く）
ホームページ https://www.nissay.co.jp

TP

〈指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険（有配当2018）〉
ニッセイ指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険（米ドル建・豪ドル建）

解約時の市場金利、為替レートの変動等により、損失が生じることがあります。

この商品は日本生命を引受保険会社とする生命保険です。
預金とは異なり、また、元本割れすることがあります。 元本割れに関する

ご案内は　　　 を
ご確認ください。

P.45

ご確認

なるほど動画外貨建生命保険 

日本生命HP 金融機関窓口販売商品 なるほど動画

こちらからもご視聴いただけます

ぜひ、ご視聴ください

スマホで

パソコンで

外貨建保険について、より理解を深めるために

○「契約締結前交付書面（契約概要／注意喚起情報）」は、ご契約のお申込みに際して
の重要な事項を「契約概要」「注意喚起情報」に分類のうえ、記載しています。ご契約
前に十分にお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みください。

○特に、死亡保険金等をお支払いできない場合等、お客さまにとって不利益となること
が記載された部分については、必ずご確認ください。
　なお、現在のご契約を解約・減額して新しいご契約のお申込みをする場合は、お客さ
まにとって不利益となる可能性がありますので、十分ご注意ください。

ニッセイ指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険の被保険者様は、「万一のとき」
だけではない
サポート！ をご利用になれます。

動画（イメージ） 商品パンフレット（イメージ）

動画へのリンク

（引受保険会社）

本　　店　〒541-8501　大阪府大阪市中央区今橋3-5-12
東京本部　〒100-8288　東京都千代田区丸の内1-6-6

ニッセイダイレクト事務センター

0120-562-186（通話料無料）
受付時間：月～金曜日 ９：００～１７：００　（祝日、１２/３１～１/３を除く）

（　 日本22-3124,22/10/１,金融法人管理G）　BK-77ETP

2022年10月版日本生命の

例えば、こんなご不安はありませんか？

ポイント

1
ポイント

3
ポイント

2

契約者代理制度 のご案内

契約者さまが将来、認知症などで
意思表示が難しくなった…

あらかじめ
契約者代理人を
ご指定いただけます。

契約者代理人と
契約内容を共有
いただけます。

いざという時、
契約者代理人が
代理でお手続きが
可能です！

契約者のために、まとまったお金が必要になるのに保険の
解約ができないな…

そもそもどんな内容の保険に入っていたんだっけ…

事前に備えておいて助かったよ！

信頼がおける人を指定できるから安心だね！

契約者代理制度を活用すれば安心です。

ご契約者の
ご家族

主なお手続き一覧
代理手続き可能 不可

＊代理手続きの対象外となる特約もあります。
※保険商品やご加入時期により、代理できるお手続きが異なる場合があります。
※お手続きの内容によっては、保険金等の受取人の同意等が必要になる場合があります。
※解約払戻金等は、契約者代理人口座でもお受取りが可能です。ただし、契約者口座でしかお受取りできない場合もあります。

Q & A その他の疑問についても、お答えします！

Q

A
未成年者を契約者代理人に指定することはできますか？
指定できます。契約者代理人が代理手続き時においても未成年者である場合は親権者等の同意のうえ、
代理手続きをすることができます。ただし、15歳未満の場合は代理手続きをすることはできません。

Q

A
ご契約内容を記載した通知物の宛先を、契約者代理人の住所に変更できますか？
契約者ご本人の意思表示が困難になった場合は、契約者代理人による所定の手続きにより、変更できます。

お手続きの種類 備考対象

解約・減額の請求

死亡保険金の請求

定期支払金の請求
契約者が被保険者ではない、
かつ契約者が定期支払金
受取人の場合に限る

契約者が死亡保険金受取人の
場合に限る

お申し出による
「円建終身保険」への移行

目標金額設定/変更

特約の付加＊/解約

円建目標生存給付金額の変更

契約者・死亡保険金受取人等

契約者の住所変更

保険証券の再発行

生存給付金の請求

死亡保険金等の円支払

解約払戻金の年金支払

死亡保険金の据置支払

契約者代理制度のポイント

詳しくは中面 詳しくは中面 詳しくは中面

登

対象商品：ニッセイ予定利率変動型一時払逓増終身保険＊、ニッセイ指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険、
　　　　  ニッセイ指定通貨建生存給付金付変額保険、ニッセイ指定通貨建生存給付金付特別定期保険(定率のみ型)
　　　　  ＊2013年4月1日以降の契約が対象です。

ご契約者

解説動画はこちら

契約者が死亡保険金受取人の
場合に限る
死亡保険金支払事由発生時には、
契約者代理人が日本生命に
お知らせください

保険金などの
請求など

ご登録状況の
変更など

契約内容の
変更

契約関係者の変更



企業としての
消費者関連取組
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企業としての
消費者関連取組

企業としての消費者関連取組

消費生活センターからの声
・ニッセイの高齢者向け取組（シニアほっとダイヤル、新契約時の親族同席、ご契約者サポート
サービスなど）はよい取組。実効性を高めながら、今後も継続してほしい。

（栃木県、静岡県、新潟県、長野県、石川県、三重県、大阪府、山口県、長崎県）
・お客様を思ったセールスを心掛けるよう、職員教育をしっかり行ってほしい。特にクーリング�
オフについての教育を徹底してほしい。� （千葉県、新潟県、長崎県）
・訪問による定期的な情報交換で安心感が生まれる。引続き情報提供をお願いしたい。

（山形県、栃木県、千葉県、三重県、大阪府、宮崎県、沖縄県）

■消費生活センターとの交流を通じて
　宮崎県内にある11の消費生活センターを定期
的に訪問し、最新の消費者問題に関する情報を
提供していただいております。また、当社が地域
に根差した消費者志向を推進していくため消費
生活アドバイザーの育成を推進していることな
ど、各種取組の紹介を通じて当社へのご理解を
深めていただいています。
　地域の消費者相談の傾向を知り、また高齢の
お客様への対応等、共通の課題意識からご意見
を頂戴することは、当社にとって大変意義深いも
のと感じています。今後も消費生活センターとの
関係性を深め、課題を積極的に把握・解決し、当
社のお客様サービスの更なる向上のための検討
に活かし、地域とお客様に貢献できるよう活動し
ていく所存です。
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●全国約1,000カ所の消費生活センターと全国約100支社との
　定期的な交流
　当社は、地域や消費者との関わりを
深めることを目指し、各地域の消費生
活センターを定期的に訪問するなどし
て、交流しています。地域ごとの消費
者問題や相談内容をお伺いし、当社取
組をご説明しています。
　交流を通じて、ニッセイ懇話会
（P.8）や消費者モニター会議（P.8）に
もご出席いただいており、地域におけ
る活動でも協働しています。 消費生活センター訪問（青森県）

宮崎支社
左：�根本 真一（お客様担当部長） 
（消費生活アドバイザー37期）

右：�安藤 浩二（サービスアドバイザー） 
（消費生活アドバイザー42期）



企業としての消費者関連取組

「包括連携協定」
43都道府県※

と締結
※2022年11月

現在

取組開始から
11年間で

764校
74,901名が
参加

2021年度
一人当たり
5万円を

約400名へ

「包括連携協定」
43都道府県※

と締結
※2022年11月

現在

有資格者
1,250名
2022年4月1日現在
企業別在籍数

1位
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●地域と協力した消費者への情報発信

●消費生活アドバイザー育成

「がん検診のお勧めビラ」を
お客様へご案内（新潟支社）

各自治体のデータを記載した
「がん検診のお勧めビラ」

　当社は、地方自治体と協力し地域社会への貢献に取組んでおり、高
齢者支援（見守り活動、特殊詐欺被害防止）、健康増進、子育て支援
等、幅広い分野でさまざまな協業取組を実施しています。
　例えば、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、受診控えなどによ
りがん検診の受診者が減少している状況です。そのような中、がん検
診受診率の向上に向け、自治体と協力して啓発活動を実施しています。
　日々の営業活動の中で、各自治体のがん罹患状況やがん検診受診データ等を記載したビ
ラをお客様へ配布する等、がん検診の受診促進を行っています。

　消費者と企業・行政の架け橋となる消費生活アドバイザーの育成を
推進しており、有資格者が全国47都道府県に在籍しています。
　有資格者の知見を活かすため、「社内モニター運営」として、お客様
向けの帳票・文書等に対して、お客様の立場に立った意見・提案を収
集し、改善に役立てています。

自主勉強会の開催
（岸和田支社）

「社内モニター運営」での意見収集



企業としての消費者関連取組
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●～子育てしやすい社会を、みんなで。～ NISSAYペンギンプロジェクト
　当社は、永きにわたり子どもたちの未来を応援する活
動に積極的に取組んできました。近年、子育てを取り巻く
環境が大きく変化する中、子育ての壁や不安を当事者だ
けが抱えるのではなく、“みんなで子どもを育てる社会”
を実現したいと考え、2022年3月から「NISSAYペンギン
プロジェクト」を始動しました。さまざまな情報発信
（Think）や商品・サービスの提供および次世代育成のさらなる強化（Action）を通じ、�
より多くの方を応援してまいります。

子どもたちに保険やライフデザインの大切さを伝える
～「出前・受入授業」～
　子どもたちが自分自身の将来について考え、きり拓い
ていくことを応援したいとの思いを込め、全国の職員が
学校で講師となり、保険やライフデザインの大切さを子
どもたちに直接伝えます。
　アクティブ・ラーニングや子どもたちと講師とのコミュ
ニケーションを盛り込んだ授業を通じて、理解を深めて
いただくことを目指しています。

経済的に困難な状況にある子どもたちの大学進学を支援
～「進学応援奨学金supported by 日本生命」～
　経済的に困難な状況にある高校生や受験浪人生を対
象に、公的給付制度のない大学進学準備費用の支援を、
認定NPO法人キッズドア基金と協働で行っています。
　大学等への進学機会を広げ、就業等での選択肢を増や
していただくことを目指しています。受験生に対しては、
応援の気持ちを伝えるため、直筆のメッセージ＆グッズを
送っています。

★次世代育成への貢献（取組事例）

SNSやWebを使った情報発信

商品・サービス提供および次世代育成を通じた
子育てや子どもたちの未来の応援

◦プロジェクトにかける想いや具体的な取組、子育てあるあるをペンギンの生態を通じて描写した�
マンガやコンセプト動画を掲載したサイトを開設し、Twitter等のSNSで発信
◦情報発信をきっかけに企業・団体と共に子育ての壁や不安をなくす新しい価値提供について考え
る場を提供

◦商品・サービスの提供	 ◦子育てと仕事の両立可能な社会の実現に向けた取組
◦次世代育成への貢献★	 ◦社内取組（「男性育休＋α」100％運営）

取組開始から
11年間で

764校
74,901名が
参加

2021年度
一人当たり
5万円を

約400名へ

取組開始から
11年間で

764校
74,901名が
参加

2021年度
一人当たり
5万円を

約400名へ

社内ボランティアによる
メッセージ発送作業



　2021年度の消費生活相談は、特商法の改正により詐欺的定期購入の相談が減少したと報告されています
が、消費生活相談ではSNS広告等をきっかけとした化粧品等の定期購入のトラブルの相談はまだ多数寄せら
れ、また、インターネット上の情報商材等の副業関係のトラブルが目立つなど、インターネット上の表示広告に
ついては今後も大きな課題と考えます。

　一方で、消費者庁による消費者志向経営の推進を始めとして、行政、事業者、消費者の連携、協働が求められ
ています。取引デジタルプラットフォーム消費者保護法に規定されている官民協議会、アフィリエイト広告に関
する検討会報告書における「不当表示の未然防止策」、その後の景品表示法「事業者が講ずべき景品類の提
供及び表示の管理上の措置についての指針」と「インターネット消費者取引に係る広告表示に関する景品表示
法上の問題点及び留意事項」の改正など、法律による規制ではなく努力義務となっています。そして、消費者
契約法第3条においては、事業者による情報提供のあり方について努力義務が定められています。事業者への
規制や消費者関連法が強化されても、事業者による適切な事業運営がなければ消費者と事業者のトラブルは
なくなりません。今や、事業者による適切な自主規制が社会で急務とされています。日本生命様の取組が広く
社会に広報されることがとても重要ではないでしょうか。

　日本生命様の今年度の「お客様の声白書」の「『お客様の声』にもとづく改善取組事例」の中に、新型コロナ
ウイルス感染症に関する入院給付金等の支払対応の改善がありました。感染者数の急増、給付金請求の大幅
な増加を受け、支払事務担当者を大幅に増員して対応するとともに、社会の感染状況や法令改正に合わせ本
当に必要な人に速やかに届けられるよう対象者の見直しをしています。必要性に合わせ、公平性、法令改正を
前提に保障責任を果たしていると考えます。そしてその効果を高めるためには、お客
様への広報を十分にしていただくこと、対象となるお客様にとって手続きが簡易で
あることが求められると思います。

　そして、ニッセイ懇話会や消費生活センターへのご訪問においては、消費生活相
談員、消費者行政との交流があります。お客様との直接のコミュニケーションは何
よりも重要ですが、消費生活相談員、消費者行政と交流していただくことで、消費
者についてより深く理解していただけることと思います。社会の不安が大きい今、日
本生命様による商品・サービスの提供によって、安心安全な暮らしが確保されること
を期待しています。

公益社団法人  全国消費生活相談員協会
1977年に全国で初めての消費者問題の専門家集団「国民生活センター消費生活相談員養成講座修了者の会」として発足しました。
その後、1987年に経済企画庁（現在は消費者庁）所管の「社団法人全国消費生活相談員協会」として許可を受け、2012年に内閣府
認定「公益社団法人全国消費生活相談員協会」になりました。
主として、全国の自治体等の消費生活相談窓口で、相談業務などを担っている消費生活相談員を主な構成員とする団体です。消費者
被害の救済を図り、広く消費者被害の未然防止、拡大防止のために活動しています。また、2007年11月には、内閣総理大臣より 

「適格消費者団体」として認定を受けました。本協会の組織は、全国7支部（北海道、東北、関東、中部、北陸、関西、九州）におよび、
全国で1,596名の会員（2022年4月時点）が多方面で活躍しています。
また、本協会は消費者志向経営の取組を促進するために事業者、事業者団体と連携しています。

『「お客様の声」を経営に活かす取組』について
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寄稿

増田 悦子 氏

公益社団法人
全国消費生活相談員協会
理事長



お客様サービス部
〒100-8288　東京都千代田区丸の内1-6-6

お客様サービス部　文2022-453

※ご住所の変更等のお手続きやご契約内容の照会、資料請求、ご相談等を受付けています。

＜インターネットでのお問合せ＞

＜電話でのお問合せ＞
［ニッセイコールセンター］

［ご高齢のお客様専用ダイヤル］
（シニアほっとダイヤル）

（通話料無料）

※プライバシー保護のため、お問合せは契約者ご本人からお願いいたします。　※お電話をいただく際には、証券記号番号または契約番号をお知らせください。
※ニッセイコールセンターへのお電話の内容は、当社業務の運営管理およびサービス充実などの観点から、録音させていただきますので、あらかじめご了承ください。

0120-201-021
（通話料無料）0120-147-369

受付時間　月～金曜日 9：00～18：00　
土曜日　　 9：00～17：00
（祝日、12/31～1/3を除く）

〈電話でのお問合せ〉

＜金融機関販売商品のお問合せ＞
［ニッセイダイレクト事務センター］ （通話料無料）

受付時間　月～金曜日 9：00～17：00
（祝日、12/31～1/3を除く）0120-562-186

〈金融機関販売商品のお問合せ〉

＜確定拠出年金のお問合せ＞

（通話料無料）0120-21-8656［ニッセイ確定拠出年金コールセンター］
受付時間（オペレーターによるご案内）
　　　　　月～金曜日 9：00～20：00
　　　　　土・日曜日 9：00～17：00
（祝日、振替休日、年末年始等を除く）

〈確定拠出年金のお問合せ〉

＜窓口でのお問合せ＞
ニッセイ・ライフプラザの住所・地図等の店舗情報をご確認いただけます。

〈窓口でのお問合せ〉

〈インターネットでのお問合せ〉

＜窓口でのお問合せ＞
ニッセイ・ライフプラザの住所・地図等の店舗情報をご確認いただけます。
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お手続きやお問合せにつきましては

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、上記受付時間が変更となっている場合がございます。詳細はホームページをご確認ください。



見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


